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―は じめに一

本マニュアルは、不適切 な事務 の発生 をな くし公金事故 を防止 す るため、特

に現金 による公金 の取扱いに関 して、適切かつ明確 な仕組 み を確 立す ることを

目的 として作成 しま した。

以前か ら慣例的に行 われていた問題 のある会計処理 の改善 に 向けて、地方 自

治法 をは じめ とす る法令、法令 に則 った諸手続 を進 めるため、統 一的なルール

を定めるとともに、処理段階 ごとのチェ ック項 目を記載 してい ます。

市民の皆様か らお預か りしてい る貴重 な公金 を取扱 ってい る とい う重要性 を

認識 し、問題 が発生 した場合 には適正 な対応 を図る必要か ら、現金 出納員及び

現金分任 出納員以外の職員 について も共通認識 を持つ必要があ ります。

本マニュアル を基本 とし、公金 を取扱 う各部署 においては、必要 に応 じて、そ

の現状 に合 った詳細かつ具体的な事務処理要綱 を作成す る とともに、巻末 の公

金取扱チェックシー トの活用 に よ り、基本的な項 目を確実 にチ ェ ックで きるよ

うにす ることによ り、会計事務 の適正かつ効率的な執行 に努 め るこ ととします。

本マニュアルは、規則改正や事務 の見直 し等に対応す るた め、随時改正 を行

い、その都度周知 を図 りますので、遺漏 のない事務処理 を行 つて くだ さい。



地方公共団体の長 は、予算の調製等 とともに 「地方税 を賦課徴 収 し、分担

金、使用料等 を徴収す る」事務 を行 うとされています。(地方 自治法第 149条 )

地方公共団体の行 う会計事務 は、会計管理者 の権 限に属 してい ます (地方 自

治法第 170条)が 、会計事務 を補助す る者 として地方公共団体 の長 が任 命 す る

出納員その他 の会計職員 を置 くこととなっています。

本市では、鎌倉市財務規則第 34条 で、現金 出納員 を別表第 4に 掲 げ る課 等

の課長等の職 にある者 の うちか ら市長 が任命す るこ とと、現金 出納 員 が行 う

会計事務 について も規定 しています。

現金出納員及び現金分任 出納員 (以 下 「現金 出納員等」 とい う。)は 、職 務

上保管す る現金 を亡失 した ときは、その損害 に対す る賠償 責任 を負 うこ とと

な ります。また、資金前渡 を受 けた職員 について も同様 です。 (地方 自治 法第

243条 の 2、 財務規則第 35条 )

つま り、各種の収納事務や資金前渡 を受 けた現金 を適切 に保 管す る こ とは、

それぞれの責任 において行われ る とい うことであ り、各職場 の管理職 や 実 際

に現金 をや りとりす る職員 は、その意味 と責任 を十分 に 自覚す る こ とが重 要

です。

会計管理者 は、現金 出納員等が保管す る現金や帳簿につ い て、定期 又 は随

時に検査 しなければな らない (財務規則第 36条 )と されてい る こ とか ら、各課

の取扱い状況 を適切 に検査 し、そのチェ ック機能 を十分 に果 た さな けれ ば な

りません。今後 は、つ り銭の保管状況 を含 めた公金取扱状況 につ い て必 要 な

検査 を行います。

(地方公共団体の長、会計管理者、現金 出納員等の関係 )イ メー ジ

市長
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命 (財務 規 則 第 34条 )

現金 出納員等

事務委任

(財務規則第 34条 、別表第 4)

会計管理者
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基本的な事務黎‐扱の方1針11

)日 々の公金 の取扱いに当たって

毎 日、伝票、納付書等収納金額 を確認す るための証拠 書類及び現金 との

照合 を複数 の担 当者で行 う等、ミスを起 こさないための体制 を構築 します。

(2)そ の 日の収支 で、過不足があったことを確認 した時

ア 担 当者 は、直 ちにその 旨を所属長 に報告 し、返還又 は徴収すべ き相 手

方を特定す る等、原 因の発見及び解決 に努 めます。

イ 所属長 は、過不足のあった事実をただちに部長 に報告 (口 頭 も可)す る と

ともに、別紙様式 1「収納金過不足にかかる状況報告書」(以 下「様式 1」

とい う。)を作成 し、速やかに部長あて提 出 します。

ウ 過不足の原 因追求は、翌 日以降 も続 け、その解決 に努 めます。

工 過不足があつた場合で も、つ り銭 との相殺 はできませ ん。

オ  日々の収納状況 を別紙様式 2「 月別現金収支一覧表 」 (以 下 「様式 2」

とい う。)に記録 します。

(3)月 ごとの集計報告 ※つ り銭 の交付 を受 けてい る収納課 が対象 です。

ア 現金 出納員 は、その月の様式 2を翌月 10日 (休庁 日の場合 は翌開庁 日)

までに部長決裁 を経て、会計管理者 あてに提 出 します。

イ 会計管理者 は、監査委員 による例月現金 出納検査 に、提 出のあった様式

2を資料 として提 出 します。

(4)取扱 う公金が盗難 にあった場合

本市が取扱 う公金 については、その輸送 中、保管 中に盗難等 による損 害が

発生 した場合 に、その損害の補償 を受けることができる保 険 に加入 していま

す。事案が発生 した場合 は、警察をは じめ とす る関係機 関へ の連絡 の他 、会

計課 にも連絡 します。 (案件 によっては該 当 しない場合 が あるため、注意 が

必要。)

(5)そ の他

ア 収納すべ き金額 よ りも多 く収納 した場合 (以 下 「過 大収納」 とい う。)

は、消滅時効 になるまでの 5年間は課等で記録 を保 管 し、還付手続 きに

備 えることとします。その間に事実が判 明 した場合 は、直 ちに所定の手続

きによ り処理 します。

イ 会計管理者 は、随時、立ち入 り検査 を実施 します。
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「調定」手続 きについて

歳入の調定及び通知

鎌倉市財務規則第 55条及び第 56条 に規定 されてい る とお り、歳入金

を納入 させ よ うとす る場合において、歳入金額 を確認 した ときは、調 定 を

行 い、納入通知書等によ り納入義務者 に通知 しなけれ ば な りません。

例)市税、保険料、国費・県費等の補助金 な ど

イ 、その他調定

鎌倉市財務規則第 57条に規定 されてい るとお り、 申告納付 された市

税やその性質上納付前に調定できない歳入金は、速や か に事後調定の手

続 を とらなければな りません。 (事後調定 )

例)即納 させ る使用料又は手数料等

※ 「速やかに」・・・

現金 出納員等が収納 した現金は、現金の安全な保管 を考慮 し一刻 も早 く

金融機 関に納付す る必要があ りますので、できるだけ翌営業 日までに納入

します。
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(2)収入の事務 の流れ

ア 匝憂側 (現金 を窓 口等で市民等か ら受領す ること)

① 納入通知書、納付書、返納通知書等納付書類 の金額 と受領す る金額

が合致 してい ることを確認 します。

② つ り銭 の交付が必要 な場合、収納す る額、つ り銭 の双方 に誤 りがな

いかを確認 します。

イ 医憂劃 (収納 した現金 を合計 し、領収済通知書等 の合計金額 と合致 し

てい るかを確認す ること)

① 一定時間 ごと、窓 口の業務終 了後の毎 日、あ らか じめ決 めた複数 の

現金分任 出納員が、現金の実際残高 と領収済通知書等 が合致 してい る

ことを、金種表 を作成 して確認 します。

※  「一定時間 ごと」は各部署の事務の執行状況 に応 じて決 めるこ

ととしますが、つ り銭の交付 を受 けてい る課等 については、午

前、午後 ともに複数回行 うこととします。 (推奨 )

※ 金種表等確認書類の作成 によ り、いつ誰がカ ウン トしたかが明

確 とな り、過去に遡っての検証 も可能です。

② 集計結果 は、現金 出納員 が確認 します。

ウ 医壼図  (受領 した現金 を一時的又は一定期間保管す るこ と)

① 勤務時間内は、レジスターや手提げ金庫等で保管 します。

② 現金は、カウンター外から容易に手が届かない、見えにくい場所で

保管します。

③ 勤務時間外については、会計課金庫又は職場の金庫等、施錠できる

安全な場所で保管 します。

④ 定期的に金庫内部を確認 し、未処理現金、未処理書類等がないこと

を確認 します。

※ 未処理現金、未処理書類等を確認 したときは、 6ページ「4過大又

は過少収納があった場合の取扱い」を参照 し、速やかに対処 します。

工 匿亜コ (収納・保管 した現金を指定金融機関等に払い込むこと)

鎌倉市財務規則第 58条 の規定により、納入通知書等を作成 し現金を

添えて速やかに指定金融機関等に納入 します。



(3)還付

ア 地方 自治法施行令第 165条 の 7の 規定によ り、歳入 の誤納 又は過納

となった金額 を払い戻す ときは、当該収入 した歳入か ら戻 出命令書 を起

票 し支 出 します。

イ 地方 自治法施行令第 165条 の 8の規定によ り、出納 閉鎖 後 に還付す

る ときは、現年度の歳 出 (23節償還金、利子及び害J引 料 )か ら支 出 し

ます。

(参考)財務会計システムの操作メニュー

① 戻出命令書→ (歳 入管理 )一 (還付命令〉― (還付命令 (● ●管理 )〉

なお、●●は歳入科 目が伝票管理か科 目管理かに よ り決 ま ります。

② 支 出命令書→ 〈歳 出管理 )一 (支 出命令 。兼命令〉― (支 出負 担行為

兼命令 )

(4)つ り銭 の交付 と保管

ア 交付 申請

① 業務上つ り銭 を必要 とす る現金出納員 は、別紙様式 3「つ り銭支払

準備金交付 申請書」に現金 出納員公印を押印の うえ、会 計管理者 あて

に申請書 を提 出 します。

② つ り銭 の交付 申請 を受けた会計管理者 は、市長決裁 を得 て指定金融

機 関に依頼 して申請 のあった金種別 に現金 を用意 します。

付及び保管

① つ り銭 の交付 を受 けた現金出納員 は、別紙様式 4「預 り証 」 を会計

管理者 に提 出 します。

② 現金 出納員は、業務開始時及び業務終了時に交付額 とつ り銭現金の

確認 します。

③ つ り銭 は、業務時間中については、 レジスターや手提 げ金庫、業務

時間外 については、会計課貸金庫又は職場の金庫等 、施 錠 で きる安全

な場所で保管 します。

ウ 返 却

交付 したつ り銭の使用期間が終了 した とき又は年度末 には、交付 したつ

り銭 に納付書を添えて指定金融機 関の派 出所 (指 定金融機 関派 出所の業務

時間外の場合は会計課)に返戻 します。

会計管理者 は、つ り銭の返戻があつた都度、現金の確認 を行 います。
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|た

収納 した公金 を集計 した ところ、納付書類又は証明書等 の 申請書類 に記載

された金額 が合 わず過大収納 となった場合又 は収納すべ き金額 よ りも現金 が

少 ない場合 (以 下 「過少収納Jと い う。)の取扱いについては、 これ まで取扱

いが定め られてきませんで した。

このたび、過大収納及び過少収納が発生 した場合 の処理方法 を統一化 した

ので、日々の業務 を行 うなかで取扱 ってい る公金 に過不足が発生 した時は、次

の とお り行 うこととします。

(1)過大収納の場合の処理

ア 収納すべ き正 当な納付金額は調定 を行い、指定金融機 関の会計管理者 口

座 に納入手続 きを行います。

イ 過大収納現金が残 つて しま う場合の手続 きは、2ペー ジ「2基本的な事

務取扱 の方針 について」のほか、次の とお り取扱 うもの とします。

① 月末まで、過大収納現金及びつ り銭は、区別 して保管 します。

② 月末までに溜まつた過大収納現金は、速やかに収入科 目を「雑入」とす

る調定を行い、一箇月分をまとめて入金 します。

③ 過大収納現金が発生した課等は、翌月 10日 までに様式 2に より部長

決裁を受け、会計管理者に提出します。

④ 雑入に入金後、過大収納現金の返還請求があった場合は、相手方か ら

請求書の提出を受け、還付する処理を行います。

※1 収入 した年度 (出 納整理期間中を含む)の還付は、歳入科 目から戻

出 (還付)します。

※2 収入の翌年度以降の還付は、歳出予算科 目「23節償還金、利子及び

割引料」から支出します。

⑤ 返還することができない過大収納現金は、時効に関して法律に定めが

ある場合を除き 5年間保管します。 (地方 自治法第 236条 )

※ 様式 1(収納金過不足にかかる状況報告書 )、 様式 2(月 別現金収支

一覧表)は、消滅時効の起算点が確認できるよう保存 します。



(2)過少収納の場合の処理

過少収納の場合の処理は、収納す る公金が どのよ うな収納科 目の現金 か

によってその処理方法が異な ります。

通常は、市税等の事前調定を行い収納す る科 目の他、証明発行手数料 の よ

うに収納額が決まってか ら調定 をす る事後調定による収納があ ります。

調定の方法によってその取扱いが異な りますので、それぞれ の取扱い を記

載 します。

ア 明発行手数料等事後調定によるもの

① 証明発行手数料等は、調定を行い指定金融機関の会管理者 口座に納

入手続きを行います。

② 調定を行 う金額は、本来収納すべき金額及び収入すべき科 日としま

す。

例 :1万円入金すべきところ、現金が 9千円場合は、「1万 円」で調定。

③ 現金 (例では 9千円)を会計管理者 口座へ納入 します。

④ 不足する現金 (例 では千円)は、「収入未済」とします。

証明発行手数料が不足する場合は、歳入科 目の「手数料」力`収入未済

となります。

⑤ 納入後も引き続き不足金について調査を行います。

⑥ 翌月 10日 までに様式 1の 写 し及び様式 2を会計管理者に提出しま

す。

⑦ 調査を行つても過少収納 となった原因、相手方等が判明せず不足金

が残ってしまう場合、財務規則第 62条 (収入未済の処理)及び第 63

条 (欠 損処分)に基づく手続きを行います。
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イ 税等事前調定によるもの

市税等の過少収納があった場合の事務処理 については、不適切 な事務

を防止す ること及び納付後の消 し込み作業等収納処理 を適切 に行 う必要

があることか ら、収入未済 とす ることができない もの と判断 し、不足金額

分 については、歳 出予算 を措置 し、次の とお り不足分 に補填す ることとし

ます。

① 対象 となる収納

収納科 目は、市税 をは じめ とす る次に掲げる科 目で、事前調定を行 う

収納科 日とします。ここに掲げていない科 目について過少収納が発生 し

た場合 も同様 に対応 します。 (別 途、会計課 に連絡す ることとします。)

※ 国民健康保 険料、後期高齢者 医療保 険料 、介護保 険料 、保育料 、

子 どもの家利用料 他

② 予算措置

市税等収納金の不足に補填するための歳出予算科 目は、「22節 補償、

補填及び賠償金 (細 節)02補填金」 (以 下 「支出科 目」 とい う。)と し

ます。なお、予算措置に関することは、その都度、財政課 と協議するこ

ととします。

③ 対応手順

不足金額に対する補填を行いますが、その基本的な流れは次の「基本

的な流れ」のとお りとします。

8



【基本的な流れ】

平成 28年度

各課共通の事前準備

補填発生の有無 (予算の流用の有無 )に かかわ らず科 目登録 を行います。

科 目登録依頼 は、担当課か ら直接財政課に依頼 します。

平成 29年 3月 までの間に補填 の発生がない場合 は、 ここで終了です。

予算措置

補填が必要な金額 について「予算流用伺い」を起票 し、決裁 を とります。

例 :5,000円 を補填す る必要があるときの流用額は 5,000円 とな ります。

平成 28年度 に限 り補填の必要が生 じた ごとに予算の流用 が必要です。

3 資金前渡

補填金額 (流用金額 )で 「支出負担行為兼支出命令書」を起票 し、資金前

渡 を受 けます。資金前渡の支出は、経理担当課長決裁 で担 当係長以上の職 に

ある者 に行います。

4 資金前渡の精算

補填完了後、課長が作成す る支払証明書 (財務事務方針第 37号 を参照 )

によ り速やかに精算を行 うほか、様式 1を 作成 し早急 に部長 あて報告 します。

また、様式 2に は、何 日分にい くら補填 したかを記録 します。

5 補填 を行つた後に不足金が判明 し、不足分 を回収 した場合 の処理

(1)平成 28年度 (出納整理期間末までを含む)は 、補填金 に戻入 します。

(2)平成 29年 6月 以降に不足分 を回収 した場合は、平成 29年度予算の雑

入 に収入 します。

6 会計管理者への提出書類

2ページ 「2基本的な事務取扱 の方針 について」 (3)月 ご との集計報告

に記載 の とお り会計管理者 あて様式 1の 写 し及び様式 2を提 出 します。
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【基本的な流れ】

平成 29年度以降

1 予算措置

各課共通の事前準備 として当初予算要求を行います。

2 資金前渡

各課 は、支 出科 目か ら毎月、月初 に一定金額の資金前渡 を受 けるため、財

務会計 システムで 「支出負担行為兼支 出命令書」を起票 します。

交付 を受 けた前渡資金は、つ り銭 と区別て保管 します。

3 補填措置

不足金が発生 した場合、資金前渡 を受 けた現金か ら不足分 を補填 し、収納

金 とともに指定金融機 関の会計管理者 口座 に納入 します。

様式 2の該 当す る 日の欄 には、その補填金額 を記載 します。

4 資金前渡の精算

月末、資金前渡の精算 を行います。課長等が作成す る支払証明書 (財務事

務方針第 37号 を参照)に よ り速やかに精算 を行 うほか、様式 1を 作成 し早

急 に部長 あて報告 します。また、様式 2に も何 日分にい くら補填 したかを記

録 します。

なお、補填 を行わなかった場合、前渡資金 をゼ ロ精算 して全額返戻 します。

翌月分 は、精算後改めて 「支出負担行為兼支出命令書」 を起票 します。

5 補填 を行 った後に不足金が判 明 し、不足分 を回収 した場合 の処理

補填 の支出を行 つた年度 (出 納整理期間末まで)は、支 出科 目に戻入 し、

翌年 6月 以降に不足分 を回収 した場合は翌年度の雑入 に収入 します。

例 :平成 29年度支出 した場合、次のいずれかの方法によ り処理 します。

① 平成 30年 5月 末までは平成 29年度予算の支 出科 目に戻入

② 平成 30年 6月 以降は、平成 30年度予算の歳入 (雑入)に収入

6 会計管理者への提出書類

2ページ 「2基本的な事務取扱 の方針 について」 (3)月 ご との集計報告

に記載 の とお り会計管理者 あて様式 1の 写 し及び様式 2を提 出 します。
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(参考)収納金不足 と補填 のイメージ

通常 (支所、3t) 不足が発生〔支所 種ヽ ) 鰤
撻

２

捕

日次輔め
lDO万円

100人 分
日次輔め

↓

↑

万 円

100人 分

金融機関志ロヘ納付

+5万円不足 lDた め金融機

関で受領してもらえず

35万円■蘭靖金5万円

↓

5万円捕墳して受領し
てtlらう

100人 、 100万円

O現金で補埴する方法 (実 )

理員への資金前濃

〔軸付者 IID誰 かの名前

では受領できないため〕

市役所〔:当 し込み)

金融機関忠ロヘ納付

金融機関 でまとめ

―

↓

―

↓



=1彙

●(資 1金1前1渡,|

資金前渡 とは、特定の経費 について、職員が債権者への現金払いを行 うた

め、その資金の前渡 を受 けることです。この資金の交付 を受 けた職員 を資金前

渡者 といいますが、資金前渡者 は、交付 を受 けた経費の 目的に従 って債務 を負

担 し、自己の名 と責任 において、正 当債権者 に現金 を支払 うことにな ります。

資金前渡 に係 る地方公共団体の債務 は、資金前渡者 に資金 が交付 された と

きに消滅す るのではな く、資金前渡者 が正 当債権者 に支払 つて消滅す るもの

です。なお、正当債権者への支払が終了 した後は、一定期間内に精算 を行 わな

ければな りませ ん。事務 の流れは、概ね次の とお りです。

(1)支 出命令書 を起案す る。 (資 金前渡者 は係長職以上の職員 )

(2)現1全1彙1取
‐

会計課 1番窓 口に資金前渡者 の印鑑 を持参 し、市役所派 出窓 口で現金 を

受取 ります。

(3)医|■管|

鎌倉市財務規則第94条 の規定に基づ き、適正な管理が求 め られます。

ア 前渡資金 出納簿に出納、精算の状況 を記録 し整理 します。

イ 会計管理者 は随時管理状況 を検査す ることができるとされてお り、今

後 は随時検査 を実施 します。

(4)=||1払
|

支払先 に現金 を渡 し、領収書 (又 は支払調書を作成)を 受取 る。

(5)精||■算|

支払い業務終了後速やかに行 うこと。

ア 資金前渡の 目的が終了 した結果残金がある場合 は、速や かに戻入 しま

す。 (毎月必要 とす る前渡資金 については翌月 5日 まで )

イ 精算 を行 わず、未精算の状態のまま放置 しない よ う、前渡資金 出納簿

での確認 を行います。

ウ 返納又は控除のある場合、返納通知書又は納入通知書 に現金 を添 え

て、指定金融機 関等 (市役所派 出窓 口)に納入 します。
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|‐
‐

'|夕

|シ■|ト

いにおいて、 日常の確認事項を確実に行 うために、チ ェック項

目を書 き出 し、常に実践す ることが必要です。本チェックシー トは、公金 を取

扱 う際 に不注意や慣れか ら発生す る うつか り事故 を防止す るた めの もので、

各項 目をチェックす ることによ り受領金額、つ り銭の確認 、納入済通知書等の

保管 な ど適正な処理が確保 できるよ う作成 していますので、公金 を取扱 う課

等で活用す ることとします。

オE落 切 数 の場顔 クノとクヽラ認識のうと、厳工 だ荻タ ラ。

○全般

・ 1件ずつ受付 を し、その都度、一連の処理 を行 う。

。現金等の収納・支払事務 はあ らか じめ決め られた複数職員 で行 い、その

都度、確認 をす る。

。現金は市民等の面前で数 え、金額 を確認す る。

・カ ウンター等に現金 を放置 したままで他の仕事 を しない。

(相 談事務 と収納・支払事務窓 口を分ける。)

○収納

・納付書の種類、氏名、期別 、金額等 と受領金額の確認 をす る。

・つ り銭が発生す る場合、受領 した現金は トレイ上な ど納税者等の見える

場所 に置 く。 (つ り銭 を渡す前 に金庫・ レジスターに納金 しない )

・つ り銭 は納税者等の面前で数 え、確認す る。

・小切手等で入金の場合 は、 日付、金額等に不備がないかを確認す る。

。出納印の領収 日を確認 し、確 実に押印の上、領収書 を発行す る。

。現金 を収納 した場合 は、その都度金庫等に保管 し、手元に留 め置かない。

13



チ ェ ックシー ト (例 )

① 収入 関係 チェックシー ト

□ 領収済通知書等 と収納金 は安全な場所 に保管 しています か。

□ 一定時間毎に領収済通知書等の合計金額 と収納金額 を確認 していますか。

□ 窓 口閉鎖後、領収済通知書等の合計金額 と収納金額 は金種表 によ り合致 し

ていることを確認 しま したか。

□ 収納 した現金 は指定金融機 関等 に納入 しま したか。

□ つ り銭資金は申請金額 と合致 していますか。

□ 保管す る必要がある場合、会計課金庫又は施錠できる安全 な場所 に保管 し

ま したか。

□ 金庫内部に未処理現金 、未処理書類等が残 つていないか確認 しま したか。

□ 過不足が発生 した場合 、上司への報告 を行 っていますか。

② 支 出関係チェックシー ト (資 金前渡が必要か検討 して くだ さい )

□ 資金前渡できる事項ですか。

□ 資金前渡者 は係長以上の職員ですか。

□ 前渡資金出納簿 を作成 しま したか。

□ 領収書に金額、ただ し書、領収 日、住所、氏名、印、あて先 は記載 され て

いますか。

□ 氏名 は、法人の場合、法人の長の肩書 。名前は記入 されていますか。

□ 印鑑 は、鮮明に押印 されていますか。

□ 領収書 を徴 しがたい ときは支払証明書 を添付できています か。

□ 財務会計システムで精算命令処理 を行いま したか。

□ 残金がある場合、市役所派 出等金融機 関に戻入 しま したか。
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様式 1

鎌    第    号

平成  年  月  日

(あて先)所属部長

所管課 (現金出納員)名

収納金過不足にかかる状況報告書

本課の収納金 について過不足が生 じま したので、その状況等 を次の とお り報告 します。

1 過不足の発生 (確認)日 時     年   月   日    時

2 過不足の概要

3 過不足 となった状況 。対応等

4 今後の処理・対応

円

15
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様式 2         /

月別現金収支一覧表

XttN>会計課¥■ 2公金取扱基本マニュアル・帳票¥様式2月 別現金収支一覧表.剣sx

平成29年 5用 分 部 会計課

日
曜

日
収納すべき

額
実際の現金

残高

過不足額 つり銭の保
管確認

備 考
不足額 過大額

1 月 10,000F] 10,000円 0円 0円 50,000F電
▼、、、、、、、、、

2 火 0円 0円 0円 0円 50,000円

1蒼
易叢[ぞ8塁塁電の金〒3 水 0円 0円 0円 0円 50,000FЧ

4 木 0円 0円 0円 0円 50,000R

＼

5 金 0円 0円 0円 0円 50,000H

6 土 床業 日

7 日 俸業日
1業務のない日は、金額欄

|は
"― "、 斜線、網掛けな

|どとし、備考に休館 日、休

1業 日等あ記載をしてくだき
|い 。

8 月 10,000円 10,000円 0円 0円 50,000H

9 火 0円 0円 0円 0円 50,000R

10 水 0円 0円 0円 0円 50,000FЧ

木 0円 0円 0円 0円 50,000FЧ

12 金 0円 0円 0円 0円 50,000F弓

13 土

14 日

15 月 0円 0円 0円 0円 50,000Fl

16 火 0円 0円 0円 0円 50,000Fl

17 水 0円 0円 0円 0円 50,000Fl

18 木 0円 0円 0円 0円 50,000F弓

19 金 0円 0円 0円 0円 50,000Fヨ

20 土 休業 日

21 日 休業日

22 月 0円 0円 0円 0円 50,000F可

23 火 0円 0円 0円 0円 50,000Fl

24 水 0円 0円 0円 0円 50,000R

25 木 0円 0円 0円 0円 50,000R

26 金 0円 0円 0円 0円 50,000Fl

27 土 休業 日

28 日 休業 日

29 月 0円 0円 0円 0円 50,000F弓

30 火 0円 0円 0円 0円 50,000F可

31 水 0円 0円 0円 0円 50,000F可

△
ロ 計 20,000Fヨ 20,000円 0円 0円

※過不足等の理由には、説明資料を添付してください

上記のとおり、平成29年 5月 分の現金収支状況を報告します

(あて先)鎌倉市会計管理者

※所管部長の決裁を得て、翌月の10日 までに提出してください
※鎌倉市出納員印を

押印してください
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様式 3

つ り銭 支 払 準 備 金 交 付 申 請 書

鎌倉市財務規則第 114条第 1項の規定に基づき、つ り銭支払準備金の交付を依頼 します。

1 交付申請額

2使 用 期 間

3 使 用 目 的

4 金   種

平成 年 日 ～ 平成 年

平成  年

鎌倉市会計管理者 様

現金出納員 課等名

氏 名

円

日

円

円

円

円

円

円

円

円

一　一　　　　　　　　　一　一　　　　　　　　　一　一　　　　　　　　　一　一　　　　　　　　　一　一　　　　　　　　　一　一　　　　　　　　　一　一　　　　　　　　　一　一

枚

枚

枚

枚

枚

枚

枚

枚

×

×

×

×

×

×

×

×

円

円

円

円

円

円

円

円

日

印職

団
緩

課
　
　
　
佃
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様式 4

預   り   証

次のとお り、つ り銭支払準備金 としてお預 りいた しました。

1金  額          円

2 期   間     平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日

3 使 用 目 的

平成  年  月  日

鎌倉市会計管理者 様

現金出納員 課等名          課

氏名      □
(出納員職印 )
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地方 自治法、地方 自治法施行令 抜粋

○地方自治法   (抜粋 )

第百四十九条 普通地方公共団体の長は、概ね左に掲げる事務を担任する。

一 普通地方公共団体の議会の議決を経べき事件につきその議案を提出すること。

二 予算を調製し、及びこれを執行すること。

三 地方税を賦課徴収 し、分担金、使用料、加入金又は手数料を徴収 し、及び過料を科すること。

四 決算を普通地方公共団体の議会の認定に付すること。

五 会計を監督すること。

六 財産を取得し、管理し、及び処分すること。

七 公の施設を設置し、管理 し、及び廃止すること。

人 証書及び公文書類を保管すること。

九 前各号に定めるものを除く外、当該普通地方公共団体の事務を執行すること。

第百七十条 法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあるものを除くほか、会計管理者は、当該

普通地方公共団体の会計事務をつかさどる。

② 前項の会計事務を例示すると、おおむね次のとおりである。

一 現金 (現金に代えて納付される証券及び基金に属する現金を含む。)の出納及び保管を行 う

こと。

二 小切手を振 り出すこと。

三 有価証券 (公有財産又は基金に属するものを含む。)の出納及び保管を行 うこと。

四 物品 (基金に属する動産を含む。)の出納及び保管 (使用中の物品に係る保管を除く。)を

行 うこと。

五 現金及び財産の記録管理を行 うこと。

六 支出負担行為に関する確認を行 うこと。

七 決算を調製し、これを普通地方公共団体の長に提出すること。

③ 普通地方公共団体の長は、会計管理者に事故がある場合において必要があるときは、当該普通

地方公共団体の長の補助機関である職員にその事務を代理させることができる。

第百七十一条 会計管理者の事務を補助させるため出納員その他の会計職員を置く。ただし、町村

においては、出納員を置かないことができる。

② 出納員その他の会計職員は、普通地方公共団体の長の補助機関である職員のうちから、普通地

方公共団体の長がこれを命ずる。

③ 出納員は、会計管理者の命を受けて現金の出納 (小切手の振出しを含む。)若 しくは保管又は

物品の出納若しくは保管の事務をつかさどり、その他の会計職員は、上司の命を受けて当該普通
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地方自治法、地方 自治法施行令 抜粋

地方公共団体の会計事務をつかさどる。

④ 普通地方公共団体の長は、会計管理者をしてその事務の一部を出納員に委任 させ、又は当該出

納員をしてさらに当該委任を受けた事務の一部を出納員以外の会計職員に委任 させることができ

る。この場合においては、普通地方公共団体の長は、直ちに、その旨を告示 しなければならない。

⑤ 普通地方公共団体の長は、会計管理者の権限に属する事務を処理させるため、規則で、必要な

組織を設けることができる。

(金銭債権の消滅時効)

第二百三十六条 金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利は、時効に関し他の法律に定め

があるものを除くほか、五年間これを行なわないときは、時効により消滅する。普通地方公共団

体に対する権利で、金銭の給付を目的とするものについても、また同様 とする。

2 金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利の時効による消滅については、法律に特別の

定めがある場合を除くほか、時効の援用を要せず、また、その利益を放棄することができないも

のとする。普通地方公共団体に対する権利で、金銭の給付を目的とするものについても、また同

様 とする。

3 金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利について、消滅時効の中断、停止その他の事

項 (前項に規定する事項を除く。)に関し、適用すべき法律の規定がないときは、民法 (明治二

十九年法律第人十九号)の規定を準用する。普通地方公共団体に対する権利で、金銭の給付を目

的とするものについても、また同様とする。

4 法令の規定により普通地方公共団体がする納入の通知及び督促は、民法第百五十三条 (前項に

おいて準用する場合を含む。)の規定にかかわらず、時効中断の効力を有する。

(職員の賠償責任 )

第二百四十三条の二 会計管理者若 しくは会計管理者の事務を補助する職員、資金前渡を受けた職

員、占有動産を保管している職員又は物品を使用している職員が故意又は重大な過失 (現金につ

いては、故意又は過失)に より、その保管に係る現金、有価証券、物品 (基金に属する動産を含

む。)若 しくは占有動産又はその使用に係る物品を亡失し、又は損傷 したときは、これによつて

生 じた損害を賠償しなければならない。次に掲げる行為をする権限を有する職員又はその権限に

属する事務を直接補助する職員で普通地方公共団体の規則で指定したものが故意又は重大な過失

により法令の規定に違反して当該行為をしたこと又は怠つたことにより普通地方公共団体に損害

を与えたときも、また同様とする。

一 支出負担行為

二 第二百三十二条の四第一項の命令又は同条第二項の確認

三 支出又は支払
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四 第二百三十四条の二第一項の監督又は検査

2 前項の場合において、その損害が二人以上の職員の行為によつて生じたものであるときは、当

該職員は、それぞれの職分に応 じ、かつ、当該行為が当該損害の発生の原因となつた程度に応 じ

て賠償の責めに任ずるものとする。

3 普通地方公共団体の長は、第一項の職員が同項に規定する行為によつて当該普通地方公共団体

に損害を与えたと認めるときは、監査委員に対 し、その事実があるかどうかを監査 し、賠償責任

の有無及び賠償額を決定することを求め、その決定に基づき、期限を定めて賠償を命 じなければ

ならない。

4 第二百四十二条の二第一項第四号ただし書の規定による訴訟について、賠償の命令を命ずる判

決が確定した場合においては、普通地方公共団体の長は、当該判決が確定 した日から六十 日以内

の日を期限として、賠償を命 じなければならない。この場合においては、前項の規定による監査

委員の監査及び決定を求めることを要しない。

5 前項の規定により賠償を命じた場合において、当該判決が確定した日から六十 日以内に当該賠

償の命令に係る損害賠償金が支払われないときは、当該普通地方公共団体は、当該損害賠償の請

求を目的とする訴訟を提起しなければならない。

6 前項の訴訟の提起については、第九十六条第一項第十二号の規定にかかわらず、当該普通地方

公共団体の議会の議決を要しない。

7 第二百四十二条の二第一項第四号ただし書の規定による訴訟の判決に従いなされた賠償の命令

について取消訴訟が提起されているときは、裁判所は、当該取消訴訟の判決が確定するまで、当

該賠償の命令に係る損害賠償の請求を目的とする訴訟の訴訟手続を中止 しなければならない。

8 第二項の規定により監査委員が賠償責任があると決定 した場合において、普通地方公共団体の

長は、当該職員からなされた当該損害が避けることのできない事故その他やむを得ない事情によ

るものであることの証明を相当と認めるときは、議会の同意を得て、賠償責任の全部又は一部を

免除することができる。この場合においては、あらかじめ監査委員の意見を聴き、その意見を付

けて議会に付議 しなければならない。

9 第二項の規定による決定又は前項後段の規定による意見の決定は、監査委員の合議によるもの

とする。

10 第二百四十二条の二第一項第四号ただし書の規定による訴訟の判決に従い第二項の規定による

処分がなされた場合においては、当該処分については、審査請求をすることができない。

H 普通地方公共団体の長は、第二項の規定による処分についての審査請求があつたときは、議会

に諮問してこれを決定しなければならない。

12 議会は、前項の規定による諮間があつた日から二十 日以内に意見を述べなければならない。

13 第一項の規定によつて損害を賠償 しなければならない場合においては、同項の職員の賠償責任

については、賠償責任に関する民法の規定は、これを適用 しない。
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○地方自治法施行令  (抜粋 )

(誤納金又は過納金の戻出)

第百六十五条の七 歳入の誤納又は過納となつた金額を払い戻すときは、支出の手続の例により、

これを当該収入 した歳入から戻出ヒ/な ければならない。

(過年度支出)

第百六十五条の人 出納閉鎖後の支出は、これを現年度の歳出としなければな らない。前条の規定

による戻出金で出納閉鎖後に係 るものについても、また同様 とする。
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○鎌倉市財務規則   抜粋

(賠償責任に関する職員の指定)

第 7条 法第243条の 2第 1項後段の規定により、次の各号に掲げる行為について損害の賠償責任を負

う補助職員は、当該各号に定めるとお りとする。

(1)支 出負担行為 支出負担行為をする権限を有する職員の事務を直接補助する職員で担当係長

(担 当主査及び担当係長と同程度の職務にある者を含む。以下同じ。)以上の職にあるもの

(2)法 第232条の4第 1項の命令 法第232条の4第 1項の支出命令をする権限を有する職員の事

務を直接補助する職員で担当係長以上の職にあるもの

(3)法第232条の4第 2項の確認 法第232条の4第 2項の支出負担行為に係る確認の権限を有す

る職員を直接補助する会計職員で担当係長以上の職にあるもの

(4)支 出又は支払 支出又は支払をする権限を有する職員を直接補助する職員で担当係長以上の

職にあるもの

(5)法第234条の 2第 1項の監督又は検査 法第234条の 2第 1項の監督又は検査の権限を有する

職員を直接補助する職員

(事故の報告 )

第 8条 法第243条の 2第 1項に規定する職員が同項に規定する行為により市に損害を与えたときは、

直ちにその事実を詳細に記載 した書類を作成 し、それぞれの上司を経て市長に報告 しなければならな

い 。

一中略―

第 2節 出納機関

(現金出納員等の設置)

第33条 現金出納若 しくは保管の事務を取 り扱 うため必要と認める課等に現金出納員及び現金分任出

納員を置く。

2 前項の規定により、市長の事務部局の職員以外の職員が現金出納員又は現金分任出納員を命ぜ られ

たときは、その職にある期間、市長の事務部局の職員に併任されたものとみなす。

(現金出納員等の任務等)

第34条 現金出納員は、別表第 4左欄の課等の課長等の職にある者のうちから市長が任命 し、会計管理

者は、同表右欄に掲げる歳入歳出金等の出納、保管及び指定金融機関、指定代理金融機関又は収納代

理金融機関 (以下 「指定金融機関等」という。)への振込事務を委任するものとする。

2 現金分任出納員は、現金出納員の命を受けてその会計事務を補助 し、又は現金出納員が会計管理者

から委任を受けた事務の一部について当該現金出納員から委任を受け、その事務をつかさどるものと

する。
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(出納職員の責任 )

第35条 現金出納員、現金分任出納員及び第91条 の規定により資金の前渡を受けた者が職務上保管する

現金を亡失したときは、自ら事務を執らなかったことを理由として法第243条の 2の規定の適用を免

れることはできない。

(出納事務の検査)

第36条 会計管理者は、現金出納員及び現金分任出納員の取 り扱 う出納事務、その保管する現金及び帳

簿について、定期又は随時に検査 しなければならない。

2 現金出納員は、その所属の現金分任出納員の取 り扱 う出納事務、その取扱現金及び帳簿について、

定期又は随時に検査しなければならない。

(検査結果の報告 )

第37条 現金出納員は、前条第 2項の規定による検査の結果を会計管理者に報告 しなければならない。

(現金出納員等の印鑑 )

第38条 現金出納員及び現金分任出納員は、それぞれの取 り扱 う出納事務に関する帳簿その他の書類に

用いる印鑑を会計管理者に届け出なければならない。この場合において、現金分任出納員にあっては、

その所属する現金出納員を経て届け出るものとする。

2 前項の印鑑を改印したときも、また同様とする。

(現金出納員等の事務引継 )

第39条 現金出納員及び現金分任出納員の異動があったときは、発令の日から 3日 以内に事務引継書を

作成 し、その事務、現金及び帳簿の引継ぎを行い、そのてん末及び年月日を帳簿の記載末尾に記入 し、

双方署名押印するとともに会計管理者を経て市長に報告しなければならない。この場合において、現

金分任出納員にあっては、その所属する現金出納員を経て報告するものとする。

2 現金出納員及び現金分任出納員が、死亡その他の事故により、自ら引継ぎをすることができないと

きは、市長は他の職員をして前項に規定する引継ぎをさせなければならない。

―中略―

(調定手続)

第55条 課長等は、歳入金を納入 させようとするときは、即納させる歳入及び令第154条第2項の規定に

より納入の通知を必要としない歳入を除き、その根拠、所属年度、歳入科 目、金額、納入義務者、納

期又は納期限及び納付場所の正誤の調査及び決定 (以 下 「調定Jと いう。)を行い、関係書類を経理担

当課長等に送付しなければならない。

2 経理担当課長等は、前項の規定による関係書類の送付があったときは、これを審査 し、調定簿に記

録 し、財務会計システムの調定処理 (こ れにより難いときは、調定書 (第25号様式))に より市長の決裁

を受けなければならない。

3 前2項の規定は、調定額に異動のあったとき又は調定額の繰越 しをしようとするときに準用する。
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(調定通知及び納入通知)

第56条 前条第2項の規定による決裁があったときは、課長等は納税通知書又は納入通知書を作成 し、

納人に通知しなければならない。

2 前項の納税通知書及び納入通知書のうち、納期のあるものは納期限の10日 前までに、臨時の収入は

その都度納人に通知しなければならない。

一中略―

第58条 納入通知書及び納付書の使用区分は、次表に定めるとおりとする。ただし、即納させる歳入に

ついては、納付書とする。

(現金出納員等の現金領収 )

第60条 現金出納員及び現金分任出納員が、納入通知書等により収入金を収納するときは、領収 日付印

欄に現金 (分任)出納員領収印 (第27号様式)を押印して領収証書を納人に交付 し、他の片及び現金

は、取扱現金払込書 (第28号様式)に より速やかに指定金融機関等に払い込まなければならない。

2 前項の規定により収入金を収納 し難いときは、別に定める出納員等現金領収書 (金銭登録機を使用

するものにあつては金銭登録機による領収書、自動交付機を使用するものにあっては自動交付機によ

る領収書)に より収納 し、前項に準じて指定金融機関等に払い込むものとする。

3 前 2項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、領収書の交付を省略すること

ができる。

(1)収入証紙を発売するとき。

(2)犬の鑑札及び狂大病予防注射済票を交付するとき。

(3)入場券等領収書に類するものを発行するとき。

(4)自 動機器を使用 して現金を収納するとき。

―中略―

(収入未済の処理 )

第62条 経理担当課長等は、年度内の歳入金が収入未済となつたものについて、その歳入金の科 目、金

額及びその事由を調査 し、滞納繰越分については3月 末 日現在、現年度分については出納閉鎖期 日現

在において繰越 しの手続をしなければならない。

区分 用 途

納入通知書 分担金、保険料、使用料、加入金、手数料、過料、延滞金、弁償金、賃貸料、賠償金、財

童売払代金、貸付金返還金、物品売払代金等

納付書 奇附金、借入金、国県支出金等

―中略―
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(欠損処分)

第63条 歳入金のうち次の各号のいずれかに該当するものは、欠損処分を行 うことができる。

(1)鎌倉市債権管理条例 (平成26年 12月 条例第31号)に基づき、債権を放棄 したとき。

(2)法第236条第1項その他法律の規定による消滅時効が完成 したとき。

(3)地方税法 (昭和25年法律第226号)第 15条の7第4項及び第5項の規定により納付義務が消滅 したとき。

(4)令第171条 の7の規定による債権及びこれに係る損害賠償金等を免除したとき。

(5)限定承認をした相続人が相続によつて得た財産の価額を限度として納付の義務を果たしても、な

お被相続人が納付すべき金額に不足するとき。ただし、不足した金額を超えて欠損処分を行 うこと

はできない。

(6)地方税法第H条の3の規定により、納付の義務を負 う精算人及び残余財産の分配又は引渡を受け

た者 (無限責任社員を除く。)が、その受けた財産の価額を限度として納付の義務を果たしても、な

お解散 した法人が納付すべき金額に不足するとき。ただし、不足した金額を超えて欠損処分を行 う

ことはできない。

(7)納付義務者が死亡しても相続人がなく、かつ、遺留財産がなくて保証人等の定めがなかったとき。

2 課長等は、前項の欠損処分を行おうとするときは、財務会計システムの不納欠損処理 (こ れにより難

いときは、不納欠損書 (第 31号様式))に より、財政担当部長の合議を経て市長の決裁を受けた後、こ

れを会計管理者に通知しなければならない。

一中略―

(資金の前渡)

第91条 令第161条第 1項第17号の規定により資金前渡をすることができる経費は、次のとお りとする。

(1)交 際費

(2)賃 金

(3)即 時支払をしなければ調達 しがたい物件 (小 中学校の教材教具の購入を含む。)の購入又は修

繕に要する経費

(4)即 時支払を必要とする会議、講習若 しくは講話会費又は実費の弁償

(5)郵 便料の不足料金及び新聞折込手数料

(6)有 料の道路、橋 りょう、駐車場等の料金又は入場料等

(7)投 票 。開票管理者及び投票 。開票・選挙立会人並びに選挙長の報酬

(8)国 民健康保険の給付のうち、出産育児一時金及び葬祭費

(9)選 挙投票所で使用する電話料金

(10)損害賠償金

(11)小災害見舞金及び弔慰金

(12)公共企業体に即時支払を必要とする経費
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(13)返送された荷物の運搬料

(14)前各号に掲げるもののほか、経費の性質上現金をもつて支払をしなければ事務の取扱いに支障

を及ぼすような経費で、市長が特に必要と認めたもの

2 令第161条第 1項及び第 2項並びに前項の規定による経費は、課等の担当係長以上の職にある者に

対して前渡する。ただし、これらの者が事故又は欠員により資金前渡を受けることができないときは、

課長等が指定する職員に対 して前渡することができる。

3 前項の規定により資金前渡を受けた者 (以下 「資金前渡者」とい う。)は、債務の金額が確定 し、

支払期限が到達 したときには、前渡資金支払書 (第42号様式)を作成 し、債権者の請求印及び領収印

又は領収書 (以下 「請求印等」という。)を徴 して支払わなければならない。ただし、請求印等を徴

しがたいときは、課長等の作成する支払証明書をもつて当該請求印等に代えることができる。

(前渡資金の精算 )

第92条 資金前渡者は、次の各号に掲げる区分に応 じて当該各号に掲げる期 日までに財務会計システム

の精算命令処理 (これにより難いときは、精算命令書 (第43号様式))により、領収書 (領収印を徴

しがたいときは課長等の支払証明書)その他の証書類を添付 して主管の課長等及び経理担当課長等を

経て市長の決裁を受けた後、これを会計管理者に通知 しなければならない。ただし、報酬、費用弁償、

給与、旅費、賃金、生活保護に係る扶助費、収入証紙購入費、郵便局等から購入する切手類及び有料

道路通行回数券に係る経費で支払金額が確定しているものについては、添付書類を省略することがで

きる。

(1)毎 月必要とする前渡資金 原則 として翌月の 5日

(2)前 号に該当しないもの 用件終了後速やかに。

2 資金前渡者は、前渡資金の精算残金があるときは、返納通知書 (第44号様式)に より精算の際に戻

入 しなければならない。

3 第 1項第 1号の前渡資金で、その前渡を受けた月内に不足を生ずる見込みがあるときは、当該前渡

資金を精算 した後でなければ新たに資金の前渡を受けることができない。

(資金前渡の制限)

第93条 資金前渡者で、前条の規定による精算の終わっていないものは、同一事項について重ねて資金

の前渡を受けることができない。ただし、緊急、かつ、やむを得ないときは、この限りでない。

(前渡資金の管理 )

第94条 資金前渡者は、前渡資金を指定金融機関等への預金等により適正に管理 しなければならない。

2 資金前渡者は、前渡資金出納簿 (第45号様式)に出納及び精算の状況を記録 し、整理 しておかなけ

ればならない。

3 会計管理者は、資金前渡者に対し、前渡資金の管理状況を随時検査することができる。

(前渡資金の返納等)

第95条 会計管理者は、前渡資金の使途がその前渡の目的と相違すると認めたときは、資金前渡者に対
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し、精算の更正又は前渡資金の返納を要求することができる。

(資金前渡者の事務引継)

第96条 資金前渡者の異動があつたときは、前任者は、計算書を作成 し、第39条に規定する現金出納員

等の事務引継に準じて現金とともに後任者に引き継がなければならない。

一中略―

(課長等による記録及び管理)

第 110条 課長等、経理担当課長等及び財政担当課長は、次に掲げるものを記録 し、管理 しなければな

らない。

(1)課 長等

ア 個人別収納簿

イ 滞納額整理簿

ウ 過誤納金整理簿

工 前渡資金出納簿

(2)経 理担当課長等

ア 調定簿

イ 予算整理簿

ウ 歳入歳出外現金整理簿

(3)財 政担当課長

市債台帳

(現金出納員等による記録及び管理)

第Hl条 現金出納員及び現金分任出納員は、次に掲げるものを記録 し、管理 しなければならない。た

だし、現金分任出納員にあっては分任する事項に限るものとする。

(1)収 納金受払簿 (第50号様式 )

(2)領 収証書受払簿 (第51号様式)

(3)金 券整理簿 (第52号様式)

(4)入 場券等受払簿

(会計管理者による記録及び管理)

第112条  会計管理者は、次に掲げるものを記録 し、管理しなければならない。

(1)歳 入簿

(2)歳 出簿

(3)現 金計算簿 (第53号様式)

(4)歳 入歳出外現金受払簿

(5)基 金現金受払簿
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(6)保 管有価証券受払簿 (第54号様式)

(7)振 替受払簿 (第55号様式)

―中略―

(つ り銭等の交付 )

第114条 会計管理者は、市長の決裁を得て、保管現金の一部をつ り銭その他の資金 として現金出納員

に交付することができる。

2 現金出納員は、前項の規定により交付を受けた現金を、会計年度が終了した日又は交付の理由が消

滅 した日に会計管理者に返戻するものとする。

一中略―

別表第 4(第 34条 )

課等 歳入歳出金等

文化人権推進課 ア 教育文化施設建設基金に係る納付金

文化事業等に係る入場料イ

総務課 ア 行政文書等の公開請求等に係る複写費用実費負担金

イ 行政資料の頒布代金

管財課 法第238条の 5の規定に基づく貸付料並びにその督促手数料及び延滞金

契約検査課 鎌倉市手数料条例に基づく手数料のうち入札又は工事請負契約関係証明申請手数料

納税課 ア 鎌倉市手数料条例に基づく手数料のうち納税課の所掌事務に係るもの

イ 地方税法及び鎌倉市市税条例に基づく県民税及び市税並びにこれらの延滞金、過少申

告加算金、不申告加算金、重加算金並びに滞納処分費

市民税課 鎌倉市市税条例に基づく弁償金

廣権管理課 鎌倉市債権管理条例に基づく市の債権のうち、債権管理課の所掌事務に係るもの

観光商工課 鎌倉市中小企業融資条例付貝U第 4項に基づく返還金

市民課 ア 鎌倉市手数料条例に基づく手数料のうち市民課の所掌事務に係るもの

イ 鎌倉市印鑑条例に基づく印鑑登録証明書交付手数料

ウ 自動車臨時運行許可に関する規貝Jに基づく弁償金

工 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律に基づく電子証明書発行手数料

オ 鎌倉市住居表示に関する条例に基づく住居表示台帳の写しの交付等の手数料

スポー ツ課 ア 鎌倉市スポーツ施設条例に基づくスポーツ施設の使用料

イ 鎌倉市立小学校及び中学校の体育施設の開放に関する規則に基づく附帯設備の光熱費

等実費負担金

ウ 鎌倉市スポーツ施設建設基金に係る納付金

29
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支所

沢支所

船支所

縄支所

鎌倉市手数料条例に基づく手数料のうち支所の所掌事務に係るもの

自動車臨時運行許可に関する規則に基づく弁償金

ウ 地方税法及び鎌倉市市税条例に基づく県民税及び市税並びにこれらの延滞金、過少申

告加算金、不申告加算金、重加算金、滞納処分費並びに弁償金

鎌倉市国民健康保険条例に基づく国民健康保険料並びにその延滞金及び滞納処分費

鎌倉市道路占用条例に基づく占用料並びにその延滞金及び滞納処分費

鎌倉市営住宅条例に基づく家賃、敷金、使用料及び保証金

鎌倉市生涯学習センター条例に基づく施設等使用料

鎌倉市廃棄物の減量化、資源化及び処理に関する条例に基づく一般廃棄物処理手数料

鎌倉都市計画下水道事業受益者負担に関する条例に基づく負担金並びにその延滞金及

び滞納処分費

鎌倉市公共下水道事業受益者分担に関する条例に基づく分担金並びにその延滞金及び

滞納処分費

鎌倉市下水道条例に基づく使用料、占用料及び暗きよ使用料並びにこれ らの延滞金及

び滞納処分費

鎌倉市水洗便所改造等の資金助成条例に基づく貸付金の償還金及びその遅延利息

鎌倉市準用河り|1占用条例に基づく占用料並びにその延滞金及び滞納処分費

観光に関する出版物の頒布代金

知的障害者福祉法に基づく知的障害者措置費負担金

老人福祉法に基づく老人措置費負担金

児童福祉法に基づく助産施設等の入所に係る徴収金及び保育所運営負担金並びにこれ

らの延滞金及び滞納処分費

鎌倉市児童発達支援センター条例に基づく利用料

児童福祉法に基づく私的契約児保育料

卜 鎌倉市家庭保育福祉員の運用に関する規貝1に基づく家庭保育福祉員委託児保育料

鎌倉市介護保険条例に基づく第 1号被保険者の介護保険料及びその延滞金

鎌倉市印鑑条例に基づく印鑑登録証明書交付手数料

広報かまくら広告掲載料

生活保護法第63条及び第78条 に基づく生活保護費返還金並びに令第 159条 に基づく生

活保護費過誤払金

鎌倉市災害弔慰金の支給等に関する条例に基づく貸付金の償還金及び貸付に係る違約金

 ヽ 鎌倉市母子、寡婦及び父子福祉資金貸付条例に基づく貸付に係る償還金及び違約金

二 鎌倉市行政財産の目的外使用料条例に基づく使用料並びにその延滞金及び過料

ア 鎌倉市契約規則に基づく入札保証金及び契約保証金
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へ 所得税法第 6条に基づく鎌倉市が支払つた報酬等に係る源泉徴収義務者 として徴収す

べき所得税

ホ 鎌倉市補助金等に係る予算の執行に関する取扱要綱に基づく精算金及び返還金

マ 鎌倉市が管理する施設に係る光熱水費負担金

ミ 市民農園利用料

ム 寄附金

メ 鎌倉市子どもの家条例に基づく利用料

モ 鎌倉市後期高齢者医療に関する条例に基づく保険料及びその延滞金

こどもみらい課

保育課

こども相談課

青少年課

発達支援室

ア 児童福祉法に基づく助産施設等の入所に係る徴収金及び保育所運営費負担金並びにこ

れらの延滞金及び滞納処分費

イ 児童福祉法に基づく私的契約児保育料

ウ 鎌倉市家庭保育福祉員の運用に関する規則に基づく家庭保育福祉員委託児保育料

工 鎌倉市母子、寡婦及び父子福祉資金貸付条例に基づく貸付に係る償還金及び違約金

オ 鎌倉市青少年会館条例に基づく会館の使用料

力 鎌倉市子どもの家条例に基づく利用料

キ 鎌倉市児童発達センタニ条例に基づく利用料

福祉総務課

生活福祉課

葛齢者いきいき課

障害者福祉課

ア 知的障害者福祉法に基づく知的障害者措置費負担金

イ 老人福祉法に基づく老人措置費負担金

ウ 生活保護法第63条及び第78条 に基づく生活保護費返還金並びに令第 159条 に基づく生

活保護費過誤払金

工 鎌倉市災害弔慰金の支給等に関する条例に基づく貸付金の償還金及び貸付に係る違約金

オ 鎌倉市介護保険条例に基づく第 1号被保険者の介護保険料及びその延滞金

呆険年金課 ア 鎌倉市国民健康保険条例に基づく国民健康保険料並びにその延滞金及び滞納処分費

イ 鎌倉市後期高齢者医療に関する条例に基づく保険料及びその延滞金

環境政策課

ごみ減量対策課

鎌倉市廃棄物の減量化、資源化及び処理に関する条例に基づく一般廃棄物処理手数料及

び産業廃棄物処分費用

環境保全課 ア 鎌倉市犬の登録、狂大病予防注射済票交付事務等に関する条例に基づく手数料

イ 鎌倉市路上喫煙の防止に関する条例に基づく過料

環境センター 鎌倉市廃棄物の減量化、資源化及び処理に関する条例に基づく一般廃棄物処理手数料及

び産業廃棄物処分費用

交通計画課 鎌倉市自転車等の放置防止に関する条例に基づく自転車返還に係る費用

み どり課 ア 鎌倉市緑地保全基金に係る納付金

鎌倉市風致保存基金に係る納付金イ

道水路管理課 ア 鎌倉市道路占用条例に基づく占用料並びにその延滞金及び滞納処分費
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イ 鎌倉市下水道条例に基づく占用料及び暗きょ使用料並びにこれ らの延滞金及び滞納処

分費

ウ 鎌倉市準用河り|1占用条例に基づく占用料並びにその延滞金及び滞納処分費

建築住宅課 鎌倉市営住宅条例に基づく家賃、敷金、使用料及び保証金

下水道河川課 ア 鎌倉都市計画下水道事業受益者負担に関する条例に基づく負担金並びにその延滞金及

び滞納処分費

イ 鎌倉市公共下水道事業受益者分担に関する条例に基づく分担金並びにその延滞金及び

滞納処分費

ウ 鎌倉市下水道条例に基づく使用料並びにその延滞金及び滞納処分費

工 鎌倉市水洗便所改造等の資金助成条例に基づく貸付金の償還金及びその遅延利息

オ 鎌倉市下水道条例に基づく登録手数料

力 公共下水道事業認可区域外からの流入に係る協力金

会計課 鎌倉市収入証紙条例に基づく収入証紙発売代金

消防総務課 鎌倉市火災予防条例に基づく指定数量未満の危険物又は指定可燃物に関するタンクの検

沓事務及び危険物の規制に関する事務に伴 う手数料

教育総務課 ア

イ

ウ

鎌倉市古屋信子記念館の設置及び管理等に関する条例に基づく記念館使用料

鎌倉市生涯学習センター条例に基づく施設等使用料

鎌倉市手数料条例に基づく住民票の写し交付手数料

鎌倉市印鑑条例に基づく印鑑登録証明書交付手数料

教育センター 教育上参考となる出版物の頒布代金

中央図書館 ア 図書資料に係る複写費用実費負担金

鎌倉市近代史資料集その他の出版物の頒布代金イ

文化財課 文化財に関する出版物の頒布代金

兼倉国宝館 鎌倉国宝館条例に基づく国宝館観覧料、博物館資料の特別利用料及び施設共通観覧券、

金葉書等販売代金

会計管理者が別に

走める課等

会計管理者が別に定める収納金
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